























POLICY STUDY No.10 
 
































Social governance for organ transplantation 





2 nd Policy-Oriented Research Group 
National Institute of Science and Technology Policy (NISTEP) 
Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology 
 
〒100-0005 
       東京都千代田区丸の内２－５－１ 文部科学省ビル５階 
文部科学省 科学技術政策研究所 第２調査研究グループ 
電話：０３－３５８１－２３９２、FAX：０３－５２２０－１２５２ 












































































































































































さらに第 3 部においては第 1 部で取り上げた現状においてわが国が抱える問題点を、韓
 iv 
国及び諸外国の例を参照しながら、分析し、個々の問題、課題の明確化と、それぞれに対
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移植医療は 1950 年代の腎臓（一卵性双生児）における成功以降 60 年代には肝臓、肺、
心臓で始められるなど本格的な進展を認めたものの、免疫抑制療法の発達が十分ではなか
第 1 部 わが国の臓器移植 
 2 
った当初の治療成績は非常に悪く、初期の約 100 例（1968 年）の心臓移植はいずれも死亡、







れる。現在世界では毎年 3,200 例程度の心臓移植の実施があり、1998 年以降の１年生存率






























































る。（日本放送協会放送文化研究所、「2002 年 1 月科学技術・生命倫理に関する世論調査」、














① 脳死を人の死と考える          １８．６％ 
② どちらかといえば脳死を人の死と考える  １６．８％ 
③ どちらともいえない           ２１．６％ 
④ どちらかといえば心臓死を人の死と考える ２３．３％ 
⑤ 心臓死を人の死と考える         １９．５％ 
⑥ 無回答                  ０．１％ 
  
ii）法律で定める生死の基準について 
① 脳死を生死の基準として一律に法律で定めるべきである ２１．３％ 
② 現在のように、脳死と心臓死が並立したままでよい   ６１・４％ 
③ 心臓死のみを生死の基準とすべきである        １６．２％ 






























































 提供する（「どちらかといえば」を含む） 提供しない（「どちらかといえば」を含む） 
脳 死        ３２．６％       ３５．４％ 
心臓死        ３３．８％       ３５．１％ 
ど ち ら か と い
え ば 提 供 し た
い , 1 6 .1 %
ど ち ら か と い
え ば 提 供 し た
く な い , 9 .8 %
提 供 し た く な
い , 2 5 .1 %
ど ち ら と も い
え な い , 2 6 .3 %
提 供 し た い ,
1 7 .7 %
 
提 供 し た い ,
1 6 .0 %
ど ち ら か と い
え ば 提 供 し た
く な い , 1 0 .2 %
提 供 し た く な
い , 2 5 .2 %
ど ち ら と も い え
な い , 2 7 .6 %
ど ち ら か と い
え ば 提 供 し た



























































































ケ ア の 中
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平成 9 年 10 月 8 日健医発第 1329 号 厚生省保健医療局長通知 
改正：平成 10 年 6 月 26 日 健医発第 968 号 
平成 11 年 9 月 20 日 健医発第 1283 号 
平成 11 年 11 月 19 日健医発第 1588 号 
 
「臓器移植と検死その他の犯罪捜査に関する手続きとの関係等について」 

































 図表５：＊注：臓器・組織バンクについて、関連のバンクに HAB 研究機構（NPO 法人、米
国 NDRI（National Disease Research Interchange 米国における移植不適合臓器・組織を
バンク化）と国際協定を結び、そこから供給された臓器・組織をわが国で提供する）、ヒュ
ーマンサイエンス振興財団「ヒューマンサイエンス研究資源バンク（Health Science 














































































































新たな治療の可能性が検討されている（中谷 2003、中谷 HP）。 
 
図表６：心臓移植等の予後（生存率）の比較 





















 ５４％  ３６％ 




最長補助期間が 1,512 日の例もある(中谷 HP)）一方で、心臓移植の場合、移植例の 90%以
上が、1年及び 5年後において、活動制限のない生活を送っている。 









 まったく健康・ほぼ健康 悪い・非常に悪い 
腎臓     ７３．１％  ９．６％ 
肝臓     ７１．５％ １４．３％ 
心臓     １００ ％ ０％ 








は 217,000 円、死体からの摘出術の場合は（包括して）700,000 円とされており、これに移
植術 784,000 円が加わるため、その結果、死体腎移植では合計で 1,484,000 円という計算
になる。 
さらに移植ネット業務に関わる費用が必要とされる。死体腎移植のケースで考えると、
移植ネットが関わる 2003 年の総移植実施は 142 件、同ネットの年間予算（2003 年度）が
8 億 8 千万円の支出であることから、移植ネット業務にかかるコストは移植 1 件当たり 600
万円程度の費用となる。 
他方、腎移植が行われない人工透析医療が年間約 600 万円の継続的な医療費を必要とす






生体肝移植の場合は、保険点数において摘出 1 件 480,000 円、移植 1 件 637,000 円、合
計で 1,117,000 円となる。 
他方、心臓移植の場合は、症例によって異なるものの医療費として 1 件 1,000 万―2,000
万円程度かかるといわれており（患者負担は 500 万円程度）、わが国においては、極めて高
額な治療となっている。 













         （1997 以降 2004.7.5 現在、累計、移植ネット資料をもとに作成） 
（３）わが国の臓器別の年間移植実施状況 






  *腎の心臓死ドナーの件数は移植数のうちの 129 件 





臓器  心臓  肺  肝臓  腎臓  膵臓  小腸 
患者数   74  79  70 12,549   93    0 
臓器  心臓  肺  肝臓  腎臓  膵臓  小腸 
移植数   21  18  25 38   2    1 
膵腎同時：13 
臓器 心臓 肺 肝臓 腎臓*  膵臓** 






























ればならない。日本透析医学会統計資料によれば、2002 年 12 月時点において、人工透析




摘されている。また、医療費の面でも、年間透析患者 1 人当たりの約 600 万円がかかって
おり、わが国の透析患者全体で、約 1 兆 2 千億円の負担になるといわれている。透析医療
は保険診療であることから、公的医療保健制度への多大な負担が指摘されている。さらに、




















年間約 600 例の生体腎移植におけるドナー/レシピエント関係は、親子が 69%、同朋（兄







腎臓の１年生着率は、88.7%（1983 年以降の 268 例、寺岡ら 2003）とされ、特に最近 5
年間の治療の進歩は著しいことから（注 23）、複数の免疫抑制剤を併用することにより、腎移


















献腎移植が増加したことで、百万人当たり 2,260,000 ユーロ（約 3 億 1 千万円、日本の総
人口では約 372 億円相当）の医療費削減効果があったという報告もある（注 25）。 
 
わが国における腎移植等の実施数の推移を図表９（次頁）に示す。 
腎移植の待機患者数は 2002 年で約 1 万 3 千人であるが、それは透析を必要としている腎


























16,925 17,727 19,143 20,562 22,129 15,057 14,987 15,273 13,291 13,448 13,206 13,013 12,974
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性心疾患 45％、心筋症 43％、弁膜症 2.5%、再移植 2%、先天心疾患 1.7%などである。成





症、びまん性汎細気管支炎などが適応（対象）となり、原則両肺移植は 55 歳以下、片肺 60
歳以下を適応としている。1998 年から 2003 年まで（4 年 9 ヶ月）に累計 151 人がレシピ
エントとして臓器移植ネットに登録し、移植を待機している。2003 年 12 月時点で、肺移
植の１年生存率 91.4%、3 年生存率 80.3％。これに対し、移植待機患者の 1 年生存率 66.3%、
3 年生存率 46.1%であり、移植実施による生命予後の改善を認めている。待機患者数 81 人、
待機中死亡率 30.5%（移植機会がなく死亡した例）であり、移植を受けることができた者
は 10%（同時点で 15 人）である。脳死体からの肺移植にかかる移植時の費用は 800-1,000
万円、退院後の免疫療法は 2003 年 1 月から保険適用になっている。（『臓器移植ファクトブ
ック 2004』）わが国における肺移植の実施は 2004 年 7 月までに 58 例（脳死移植 18 例、生
体部分肺移植 40 例）である。生存は 48 例（82.8%）。生体部分肺移植は、わが国では 1998




し、2003 年時点で年間 439 例、累積 2,666 例の実施に達している。他方、脳死肝移植は同
時点で年間 2 例、累積 23 例である。生体肝移植の 1 年生存率 81%、5 年 77%、10 年 72％
であり、脳死肝移植の 1 年生存率 83%、5 年でも同様に 83%である。肝臓移植後の世界最
長期生存記録としては 28 年があるといわれている（Terasaki ら 1999、として）。肝移植適
応症例の推計は約 2,200 人といわれており（市田ら「肝移植適応基準」1991、として）実
際の登録患者の中で移植実施は 8%に留まり、平均待機日数は 431 日、100 人が死亡し、9
 20 
人が海外渡航移植を行っている。なお米国では同年年間 5,671 例の肝移植があるが、死体
肝が 5,351 例と大多数を占める（UNOS 資料として）。（『臓器移植ファクトブック 2004』） 
肝移植では特に先天性の疾患の治療としての生体肝移植の必要性が高い。京都大が発行
する『肝臓移植のためのガイドブック』によると、2003 年小児 608 例、成人 362 例で、小
児例では胆道閉鎖症(72%)、代謝性疾患(8%)、劇症肝不全(6%)などであり、成人例では腫瘍
(25%)、肝硬変(21%)、肝内胆汁うっ滞症（19%）、劇症肝不全(12%)、などである。なお、
2003 年には同大学で 1 例のドナーの死亡事例を生じている(注 29)。 














年 5 月現在以下の通り実施されている。 
ドナー登録者数 189,276 人、登録患者数 2,518 人、年間 730 件の骨髄移植（2003 年度、
1993 年からの累計では 5,611 件）が実施されている。非血縁者の純粋な自発的意志によっ
て成立している骨髄移植の現状を考慮すれば、他の臓器移植医療実施件数の少なさをもっ
て、わが国の文化社会が、他者への思いやりを著しく欠くとは必ずしもいえない。   
角膜： 
角膜は、(財)日本眼球銀行協会が各アイバンクを連携する役割を果たしている。2001 年






は 1999 年 10 月の国際小腸移植シンポジウムの発表で、43 施設 443 人の患者に対して行わ






























Transplant procurement Management から、2003 年、脳死体、生体、心臓死体を区別し
た臓器提供者数の報告のある TPM 加盟国データを用いて図表化して図表 11（次頁）に掲
載した。図表 11 は脳死臓器提供の 100 万人当たりの件数（PMP）で示してある。図表 12
で、脳死体、生体、死体を区別した臓器提供の実数を示した。 
 また、図表 13（24 頁）に、臓器移植実施数の多い米国の実施状況を示し、図表 14（25
頁）に欧州の状況を示した。 















図表 10：1997 年当時の各国の 100 万人当たりの腎移植実施件数 




















































































































































































図表 11：世界各国・地域の脳死臓器提供件数の図 （PMP:人口 100 万人当たりの件数。




PMP 件数 PMP 件数 PMP 件数
スペイン 33.8 1,443 2.1 91 1.3 55
米国 22.2 6,455 21.3 6,188 0.0 0
オーストリア 22.0 176 5.4 43 0.0 0
ベルギー　＊ 21.7 223 0.0 0 0.0 0
アイルランド 21.1 80 0.0 0 0.0 0
ノルウェー 18.9 87 0.0 0 0.0 0
フランス 18.6 1,119 0.0 0 0.0 0
イタリア 18.5 1,042 6.0 337 0.0 0
チェコ共和国 18.4 189 4.8 49 0.2 2
キューバ 17.3 194 2.3 26 0.0 0
ラトビア 17.0 39 0.0 0 5.7 13
フィンランド 16.3 85 1.3 7 0.0 0
ウルグアイ 16.1 50 0.0 0 0.0 0
マルタ 15.0 6 2.5 1 0.0 0
プエルトリコ 14.4 56 7.2 28 0.0 0
スロベニア 14.0 28 0.0 0 0.0 0
ドイツ 13.8 1,140 5.8 476 0.0 0
ポーランド 13.7 525 1.5 56 0.0 0
オランダ 13.7 223 11.9 194 5.3 87
カナダ 13.5 428 0.0 0 0.0 0
スイス 12.9 93 14.7 106 0.8 6
デンマーク 12.9 75 8.4 49 0.0 0
スウェーデン 12.8 114 15.2 135 0.0 0
リトアニア 11.2 38 3.2 11 0.0 0
英国 10.9 644 7.5 442 1.1 66
ニュージーランド 10.0 40 0.0 0 0.0 0
エストニア 10.0 14 2.1 3 0.0 0
オーストラリア 9.0 179 0.0 0 0.1 1
クロアチア 8.9 39 1.1 5 0.0 0
スロバキア 8.5 46 4.4 24 0.0 0
バーレーン 8.5 4 2.1 1 0.0 0
アルゼンチン 8.1 301 6.8 251 0.0 0
ブラジル 6.6 1,179 10.3 1,830 0.0 0
ギリシア 6.4 70 7.2 79 0.0 0
イスラエル 6.4 43 11.9 80 0.0 0
コスタリカ 5.9 23 21.5 84 0.0 0
パナマ 5.4 15 1.4 4 0.0 0
メキシコ 3.9 412 10.8 1,132 7.8 817
香港 3.8 26 6.3 43 0.0 0
レバノン 2.5 10 17.5 70 0.0 0
サウジアラビア 2.2 46 10.9 228 0.0 0
南アフリカ 2.1 98 3.5 167 0.0 0
クウェート 2.0 4 29.5 59 0.0 0
トルコ 1.6 105 7.7 513 0.0 0
キプロス 1.4 1 55.7 39 0.0 0
イラン 1.3 87 20.6 1,413 0.0 0
マレーシア 1.0 25 1.0 26 0.0 0
モルドバ 0.9 4 0.2 1 0.0 0
ウクライナ 0.4 21 0.6 31 0.0 2
ルーマニア 0.4 8 7.4 156 0.0 0
ヨルダン 0.4 2 34.5 183 0.0 0
フィリピン 0.1 5 2.4 189 0.0 0
日本 0.0 3 8.5 1,075 0.6 75
エルサルバドル 0.0 0 3000.0 18 0.0 0
パキスタン 0.0 0 11.6 1,675 0.0 0
マケドニア 0.0 0 9.0 19 0.0 0
エジプト 0.0 0 6.9 450 0.0 0
ドミニカ共和国 0.0 0 6.3 52 0.0 0
グルジア 0.0 0 1.4 7 0.0 0
バングラデシュ 0.0 0 0.3 36 0.0 0
脳死体 生体 心臓死体
図表 12：世界各国・地域の臓器提供の状況表 （PMP: 人口 100 万人当たりの件数。 






心臓, 2,057：8% 小腸, 116：0%








































全臓器移植数 25,464 件（2003 年） 
（OPTN(注 23) の資料をもとに作成） 



























特 定 の 他 人
20%匿 名 の 他 人
1%
異 父 母 同 朋
1%




移植総数：6,468 件（OPTN の資料をもとに作成。同朋（兄弟姉妹）には双子を含む） 
iv）生体腎移植のドナーの内訳 
iii）肝臓移植 5,671 件中（2003 年） 









図表 14：欧州における移植の状況(2003 年)：上段は実施数、下段は人口 100 万人当たりの実施数
 ﾕｰﾛﾄﾗﾝｽﾌﾟﾗﾝﾄ 1 ﾌﾗﾝｽ ｲﾀﾘｱ ｽﾍﾟｲﾝ ｽｶﾝｼﾞｱ 
ﾄﾗﾝｽﾌﾟﾗﾝﾄ 2 
 







































































































1 ﾕｰﾛﾄﾗﾝｽﾌﾟﾗﾝﾄ 加盟国：ﾄﾞｲﾂ、ｵｰｽﾄﾘｱ、ﾍﾞﾙｷﾞｰ、ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ、ｵﾗﾝﾀﾞ、ｽﾛﾍﾞﾆｱ 
2 ｽｶﾝｼﾞｱﾄﾗﾝｽﾌﾟﾗﾝﾄ加盟国：ﾃﾞﾝﾏｰｸ、ﾉﾙｳｪｰ、ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ、ｽｳｪｰﾃﾞﾝ  
3出典： National Transplant Database, March 2004.  
























わが国（人口約 13,000 万）では前述の通り 1997 年臓器移植法施行以降、6 年間で 30 例
の脳死移植臓器提供に止まり、他方、韓国（人口約 4,800 万）では同時期 1997 年以降のみ
を比べてみても既に 600 例を越える脳死臓器移植が行われているなど（さらに 97 年以前を

































1969 年 最初の生体腎移植の施行 
1979 年 脳死体からの最初の腎臓移植の施行 
1991 年 NPO の臓器斡旋団体の設立 
1993 年 大韓医学協会による「脳死が人の死」とする宣言（注 32） 
1999 年 韓国臓器移植法の議会での成立 










までの脳死臓器移植の累積件数は 840 件である。 
人口比を考慮すると、わが国における約 2,000 件の累積数に相当すると推測される。年間の心臓移植件
数でみると、法施行直後の 2000 年度に韓国：14 件、日本：3 件である。わが国の心移植待機患者が同年
























































































































② KONOS が、臓器移植の管理と促進、苦情処理を統合的に担う。 


























































































































































保健省に属する機関である KONOS は国立医療機関(National Medical Center)の一角に
設置されて、図表 16のような組織構造をもつ（括弧内は仮称）。 
 
現在 KONOS の職員は総勢 25 名、国立機関に属する公務員であり、９名が Planning Div.
（企画部）に、16 名が Coordinating Div.（斡旋部）に所属している。斡旋部では、所属職
















































Vice Executive Director 
（副長官） 
Director of Planning Division 
（計画部門長） 





































認定を受け臓器移植に関与する施設には、以下の 4 種がある。 
① 臓器移植登録機関(Organ transplant registration institute) 
② 脳死判定機関(Brain death judgment hospital) 
③ 臓器移植機関(Organ transplant hospital) 














































査書を作成し、脳死判定委員会に提出する。同委員会は、3 名以上の専門医師を含む 6 名






























器に対し、韓国保健福祉部は、5 年を目処に保険適用を計画中であるといわれている(注 39)。 
移植費用は KONOS の査定で支払われる。脳死判定機関への支払いは、臓器移植成立毎
に算定され、移植が成立した場合に臓器ごとに定められた額が支払われる。例えば 1 つの







ソウルにある江南聖マリア病院の例では、1969-1999 年の約 1500 人の腎移植者の分析で
は、レシピエント年齢は平均 37 歳（10-73 歳）、移植の 54%が血縁間の生体移植、36%が
非血縁者の生体移植、8.7%が死体となっている。非血縁者移植は、臓器移植法成立後、夫
婦・家族を除いて行われていない。同病院では、現在年間腎移植約 50 件、肝移植約 50 件、












2001 年度の年間統計によれば、移植待機患者数は、腎臓 3,531 人、肝臓 801 人、心臓 129
人などとなっており、それに対して移植実施数は、腎臓では脳死体 133 例、生体が 696 例、

































































































































 社会に物議を醸したわが国最初の心臓移植（いわゆる「和田移植」）から 30 年以上を経
過した。1997 年の「臓器の移植に関する法律」成立後に移植に至った脳死臓器提供数は 2004








































































































わが国は、2001 年現在、主要国の中で最も平均寿命が長く（WHO The world health report 
2002：男性 78.1 歳、女性 84.9 歳、いずれも世界 1 位）、先進諸国の中では、国民一人当た
り支払う医療費の額も低い水準に止まっている(OECD Health Data, 2002: GDP 比 7.8%（米
14.6、独 10.9、仏 9.7、英 7.7％）、OECD 加盟国(30 カ国)中 18 位、国民一人あたりの支出



























































































 検討点：⑥脳死判定チーム、摘出チームなどの専門家チーム [２－３(2)(6)] 
   ⑦臓器提供（ドナー）コーディネーターの役割 [２－３(5)] 
     ⑧救命救急医療の中の専門的なグリーフ・ケアの取扱い [２－３(7)-(11)] 
     ⑨救命救急医療者に対する教育研修の機会 [２－３(11)] 
     ⑩社会・マスコミへの対応 [２－３(2)(6)] 
[ ] は第３部において当該検討点について記載した章・節などの番号。例えば、[２－１ ]とあるのは、


























 検討点：⑪中間的専門機関の構築 [第 4 部] 










検討点：⑬グリーフ・ケアとしての臓器提供の啓発・教育、臓器提供の普及 [第 4 部] 
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 [補足]『 医学教育モデル・コア・カリキュラム－教育内容ガイドライン－』 
 文部科学省高等教育医学教育課「医学における教育プログラム研究・開発事業委員会」





   2) 生と死に関わる倫理的問題を列挙する。 
D 全身におよぶ生理的変化、病態、診断、治療 
（６）人の死 
   一般目標：個体の死について理解する 
   到達目標：(略：死の概念と定義や生物学的な個体の死、死に伴う家族のケア、尊厳
死と安楽死、植物状態と脳死など)。 
（７）死と法 






   5) 臓器移植の種類と適応を説明できる。 



















する意見が最も多い（61%）（第 1部１-１(3)、3 頁）。 
こうした社会的観点からは、臓器摘出に際して「死」の診断法を選択するという生前意
思の尊重が維持されることには、生前の自己決定（インフォームド・コンセント）と同様、

















































































































＊：「臓器の移植に関する法律の運用に関する指針（ガイドライン）の制定について」平成 9 年 10 月 8























































































































（澤田(1999)をもとに Transplant Communication HPも参照して作成。但し、大韓民国は








   心臓死を診断する時点では、脳死であるとは限らず、脳死を診断する時点では、心
臓死であるとは限らない。（図表 18） 
②従来は死の診断は、専ら医療者の専任的事項として心臓死が用いられてきた。 








キプロス（10 条 2 項） 
フィリッピン*（2条J項） 
シンガポール（3 条 1 項） 
スリランカ（15 条 1 項） 
台湾*（4 条 2 項） 
オーストラリア 
（45 条 1 項） 






（34 条 1 項） 
デンマーク* 
（1 条 2 項） 
ギリシャ 
（7 条 4 項） 
イタリア*（4 条） 
スペイン 
（5 条 1 項） 
スウェーデン 
（1 条） 




法、1980 年、1 条） 
アルゼンチン 
（21 条 1 項） 
メキシコ 
（318 条 1 項） 
エクアドル 
（規定あり） 




































ではない（脳死 35.4%、心臓死 42.8%、図表１より）。 
⑤「死」には①個人の信条・宗教・文化・伝統に根ざす概念の意味と、②権利の喪失等
が関わる法的・社会的側面とがある。 
   前者の性質は、個別性を求め、後者の性質は、明確さ、普遍性を求める。 
⑥法律による死の診断は、脳死、心臓死の並立でよいとする意見が多い（脳死 21.3%、




















































































































法形式を変更したベルギーでは、1987 年の臓器移植法による opting out への変更以降、臓




はできない（図表 23、澤田 1999）。 
 
iii) 一般の意識調査 
 内閣府による 2002 年 7 月-8 月の調査（全国 20 歳以上の者 3,000 人、有効回収 2,100 人



























































































（内閣府 2002 をもとに作成） 
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わが国は、脳死臓器提供の意思を書面で明確にすることを要求する opting in の形式であ
る。どちらの、あるいはどのような制度を採用するかはそれぞれの国家・社会によって異















明示とするかについては論争となる（注 58）。なお、瓜生原ら（2004）では、Opting out の採
用がドナーの増加に寄与すること、また、臓器提供意思確認制度の変更によって大幅な臓
Opting in を採用する国 Opting out を採用する国 

























































































































































































































































































































2004 年 3 月現在で配布カード累計 90,843,301 枚に及ぶ（移植ネット資料）。一方、2002
年 7 月内閣府世論調査（全国 20 歳以上男女、2,156 人（回収率 71.9%））では、カード所持
率 9.4%、所持者の記入率は 47.1%であった。内訳は以下のとおりである。 
 
・ドナーカードによる臓器提供に関する意思表示の内容 
 ① 脳死での臓器提供意思のみ       20.3% 
 ② 心臓停止での臓器提供意思のみ           3.5% 
 ③ 脳死と心臓停止の臓器提供意思          19.3% 
 ④ 臓器を提供しない意思                   4.0% 







① 脳死下臓器提供 ： 382 （61%） 
② 心停止下臓器提供： 48 （7.7%） 
③ 提供しない    ：  1 （0.2%） 
































































医療者の意識調査（嶋村 2003）図表 25：北海道の 10 施設、医療従事者 1,024 人を対象と
したアンケート調査（質問紙、各施設、約 100 名ずつ）、対象者の内訳は医師 20%、看護






























































同意する 38.79% 反対 15.95% わからない 39.95%
回答なし
5.31%
する 29.90% しない 24.25% わからない 44.93%
回答なし
0.92%





はい 33.72% いいえ 20.02% 関与なし 38.70%
回答なし
 7.56%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
図表：次のような状況を安心して行えますか 
「家族に脳死の説明をする」 
いいえ 27.24% 関与なし 43.52%はい 21.43%
回答なし
7.81%




  「家族に臓器移植の説明をする」 
iii) 次のような状況を安心して行えますか 
  「家族に脳死の説明をする」 
回答なし 
回答なし 




























































































































図表 27: 遺族の意識に関する調査 
 本調査は 1997 年 10 月 16 日からの 1 年間に高度救命救急センターにて臨床的脳死、脳死
と診断された患者 123 例の家族を対象に、患者死亡後 6 ヶ月時点でおこなわれたアンケー

































































































































 2004 年 8 月時点でみると、移植ネットでは東日本 6 名、中日本 4 名、西日本 9 名のコー
ディネーターが配属されている。他方、各地方自治体が委嘱する院内コーディネーターが
























































































































































 ① 脳死判定手技に習熟することで、判定上のミスを生じ難い。 


































































腎移植は保険診療である。「同種移植に係る費用 748,000 円」「死体腎移植に伴う費用 





















































































そして、ONT は、各提供病院に配された TPM を地方ブロック（17 地域のコーディネーシ
ョンオフィス）を介して、コーディネーション本部において統括している。 
TPM の 8 割以上は、ICU や麻酔科などに勤務する医師で構成され、臓器提供の可能性のあ
る潜在的ドナーの把握から、選択肢の提示、臓器の摘出までの臓器提供プロセス、すなわ
ち、グリーフ・ケアと提供意思の実現のプロセスに権限と責任とをもって対応する。 




























































































































































































































適 正 な 制
度・組織、
提 供 病 院











































（瓜生原ら 2004 をもとに作成。TPM：Transplant Procurement Management、本文参照）。 
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 [補足] スペインモデル（瓜生原ら 2004 を参照） 





・ 臓器提供者の 3 分の１は、移植ユニットのない一般病院で発生することから、すべての
ICU を有する病院に臓器移植責任者 TPM を配置。 
・ 2002 年時点で 146 臓器提供施設に 534 名の、百万人当たり 12.7 名の TPM スタッフを
配置。TPM スタッフの内訳：パートタイム勤務 70.3%、医師 80.5%（ICU 75.7%、麻酔
科 8.1%、腎臓内科 6.7%、一般外科 1.3%） 
国立移植機関 ONT 
 ①潜在的ドナー確認プログラム Quality assurance program: 各病院の ICU におけるすべ
ての死亡患者が臓器提供に適合するかどうかを体系的に確認するプログラム。TPM は、





・ 一般国民・医療関係者 24 時間問い合わせホットラインを設置 
・ ジャーナリスト、マスコミ、ステークホルダーとの定期的なミーティング 
  ・ 国・地域医療スタッフ、TPM へのマスコミとのコミュニケーション訓練コース 
  ・ 臓器提供・移植に関する反対意見へのマスメディアを通じた対応 
 ④医療スタッフへの教育プログラム： 




































医療スタッフ（医師 5 名、看護士 8 名） 












































































心臓移植で見ると、わが国の 2003 年までの心臓移植登録者数の累計 171 人、現待機者
74 人、移植済み 19 例、取り消し 12 人、死亡 55 人、海外渡航 11 人である（中谷 2003）。
また、1999 年以前の渡航移植は累積 35 人（注 72）である。世界では欧米を中心に年間
3,500-4,000 例の心臓移植が実施されている。また、わが国で既に実施された心臓移植のレ
シピエントの平均待機日数は 511 日と長期であり（2003 年 3 月時点、29－977 日、移植患
者年齢は 8－55 歳（中谷 2003））、待機中に移植が実施されるケースよりも待機中に死亡す
るケースの方が多く、数の上で２倍である。 
また、わが国において待機患者として登録されているのは、移植を必要とする症例の一
部であると推測される。心臓移植の推定適応患者数は 228－670 人（注 73）、米国と同様の基
準とした場合は 1,600 人と推定されている（臓器移植ファクトブック 2002）。 
さらに、わが国で既に施行された心臓移植の適応症は、いずれも心筋症の症例（17 例施
行時点で、拡張型心筋症 12 例、拡張相肥大型心筋症 4 例、薬剤性心筋症 1 例）であるが、
米国や韓国など移植医療の先進地域では、虚血性心疾患治療（心筋梗塞など）に対する心






既に述べた通り、2003 年時点で透析患者 23 万人、毎年の増加数約１万人に達する状況
に対し、死体腎移植は年間 120 例程度に過ぎない。これに生体腎移植を加えても腎移植の
実施は年間 1,000 件に満たない件数であり、透析人口増加数の 10%に満たない。それゆえ、
 90 
透析医療は、現在保持されている適正な実施の枠組みが人的経済的に過負荷の状態が次第
に悪化すること懸念されている（第 1 部３-2-(1)、図表 9、18 頁）。わが国の死体腎移植は
1989 年の 261 例をピークに緩やかに減少し、現状に至っている。死体腎移植の不足は、わ
が国及び諸外国においても、生体腎移植がある程度を補充している（わが国では生体腎移
植が腎移植の 84%を占めているが、欧米では 5-40%程度であり、生体移植が包含する様々
な問題については後の章（4 章）で検討する（注 74）。なお、前掲（1-2、.図表８、15 頁）の
とおり、わが国の生体腎移植は親子、同朋、夫婦間で行われているが、例えば米国におい






































































































































 i)心臓：228-670 例(胸部外科学会推定)、1,600 例（米国の状況を参照して推計した場合） 




















①臨床的脳死者の数：発生率は 100 万人に 1 人といわれてい
る。寺岡(2003)によると提供候補として年間発生する臨床
的脳死者を 7,000 人としている。 































人に関する調査（1997 年 10 月から 2004 年 9 月）によると、それらのうち、脳死臓器提供
に至った者は 30 人であった。すなわち、カードを所有した死者の 3.5%が脳死臓器移植に至
ったことになる（注 77）。カードを所持した死者のうちで脳死臓器提供意思を表示していた者
は全体の 61.4%（一般の意思表示における比率よりやや高い値）であった。 
図表 32 との関係では、図表 32 で参照したカード保有率及び記入率（9.4%及び 47.1%）か
らは、計算上、人口の 4.4%のカード保有者が書面による意思表示を確認されることになる。
加えて実際にカードを保有する者の場合、脳死臓器提供に同意している比率が図表 32 で用





























































































































































    生体  死体（脳死体・心臓死体） 
腎臓   83.9% (721)    16.1% (138) 





























 ② ドナー、レシピエントの精神・心理的問題 



















において少なくとも 7 例のドナー死亡を生じているといわれている（菅原 2004）。 
 
ii) 生体移植の倫理指針：日本移植学会倫理指針改定案にて 6親等内血族、3親等内姻族














































































































海外渡航移植は、心臓 49 名（1984 年から 2000 年 3 月）、肝臓 183 名（1986 年から 1999
年 12 月）であった。このうち心臓移植患者は、平均年齢が 23.2 歳であり、15 歳以下が 19
名である。また、生存率は、1 年 93.8%、5 年 75.8%、10 年 71.1%である。渡航先として




肝臓については、183 名の 1 年生存率 85.5%、5 年 78.4%である。かつては小児中心であ
ったが、現在では成人も増加している。原疾患としては胆道閉鎖症 90 例（小児 77 名）が
最多で次いで C 型肝硬変 25 名、家族性アミロイドポリニューロパチー18 名、原発性胆汁
性肝硬変 11 名などとなっている。渡航先としてはオーストラリア 124 名、米国 31 名、ド
イツ 8 名、スウェーデン 8 名、フランス 4 名、英国 3 名、カナダ 3 名、韓国 1 名、台湾 1






























図表 35：年間の移植数：カッコ内は 18 歳未満の小児  
  1997.10～12 1998 1999 2000 2001 2002 2003 ～2004.3 
国内心臓移植症例数 0 0 3 3（1） 6（1） 5 0 2 
海外心臓移植症例数 3（1） 6（4） 4（3） 9（7） 7（3） 6（6） 4（2） 1（1） 













































































































































































































































































































































































































































































































































図表 36-B の説明： 
・図中の矢印は、所属、権限、報告、参画等の相互関係の存在を示している。 
 a: 中間的専門機関（MEPO）は、臓器提供施設と連携して臓器提供の円滑な実施を図る。























































































































































































































































































































































































































あるが、その他ナノテクノロジーに関しても、例えば米国では、2001 年には、既に米国 NSF( 
National Science Foundation）が、Social Implications of Nanoscience and Nanotechnology
（「ナノサイエンスとナノテクノロジーの社会的影響」）と題する報告書を発表し、2003 年











































































































Ock-Joo Kim (Seoul Univ.)、Soon-Im Lee(KONOS)、Hee Ok Chun (Kangnam St. Mary’s 
Hospital)、Meong－Gun Song(ASAN Medical Center)、Lee, SeongBong(Institut Pasterur 








注 釈   
 
HP はインターネット上のホームページを指す。その他、インターネット上の情報は、本
報告発行時における URL を記載した。 
 
第 1部 わが国の移植医療 
１．はじめに 










































































  1983 年の調査例では、シクロスポリン単独使用例（117 例）と非使用例（ステロイド・
アザチオプリン、115 例）の比較で、死体腎移植の 1年生着率は、シクロスポリン単独で
72%、ステロイド・アザチオプリンで 52%であった（Lancet 1983）。現在では、死体腎移










  実際、マウスを用いた治療実験においてクローン胚由来の ES 細胞の使用が、拒絶反応
の回避、再生医療に有益であることが認められている（Rideout 2002）。 
(注５) 1970 年までに 174 件の腎移植が行われている(臓器移植ファクトブック 2004)。 
(注６) バーナードらによる世界初の心臓移植 
  1 例目は 1967 年 12 月 3 日、南アフリカ共和国、ケープタウンにある国立病院で外科医
バーナードによって、交通事故による 24 歳の女性の脳死体から行われた。2 例目は、同
年 12 月 6 日、ニューヨークの病院において、生後すぐの無脳児から心臓が摘出された。




 (注７) 和田移植 
 （澤田 1999/2004、町野・秋葉 1996、松本 2004 を参照） 
























(注８）町野・秋葉 1999、157-168 頁。澤田 2004。 
(注９) 粟屋 1999。加藤(久)2004。 
(注 10) 脳死に関する検討に関しては、第 3部を参照。 













 ③生命徴候：体温：32 度以下でなく、収縮期血圧 90 以上、心電図上重篤な不整脈がない。 
 ④法的脳死判定の必要事項：a.深昏睡、b.両眼瞳孔径 4mm 以上、c.脳幹反射の消失（対
光反射、角膜反射、毛様脊髄反射、眼球頭反射、前庭反射、咽頭反射、咳反射）、d.平
坦脳波、e.自発呼吸の消失 








































(注 14) 脳死の法的位置づけの議論 







































































では、主力商品である心臓弁に関し、1984 年創立から今まで（1999 年まで）に 2万 5000
個を出荷し、2000 個が米国、カナダ、欧州の 500 の医療施設で既に移植され、年間移植
者数は約 3,000 件、うち小児が 60%を占め、同社の米国内シェアは 75%、従業員約 360 人













(注 19) 腎臓ネット http://www.jinzou.net/01/ippan/qa/qat.html 
(注 20) 守田憲二 http://www6.plala.or.jp/brainx/economics.htm、小林朋子『神戸大学
紀要』63（3）を引用して。 
(注 21) 移植ネット資料。臓器移植ファクトブック 2004。 
(注 22) 参照：注 22 図 
臓器移植法施行以降 2004 年 7 月までの脳死臓器移植実施例の集計による。 
 移植に至らなかった平成 12 年 6 月 7日の提供例 1例は除外してある。 
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注 22 図表：脳死臓器提供事例 
1 11/02/28 40歳代 女性 高知 ○ － ○ ○ － 角膜
2 11/05/12 30歳代 男性 東京 ○ － － ○ － 皮膚
3 11/06/14 20歳代 男性 宮城 ○ － ○ ○ － －
4 11/06/24 50歳代 男性 大阪 － － ● ○ － －
5 12/03/29 20歳代 － 東京 ○ ○ ◎ ○ － －
6 12/04/16 40歳代 女性 秋田 － － ○ － － －
7 12/04/25 50歳代 女性 東京 ○ － ○ ○ ○ 皮膚
8 12/07/08 20歳代 女性 福岡 ○ ○ ○ － －
9 12/11/05 60歳代 女性 北海道 － － ○ ○ －
10 13/01/08 30歳代 男性 関東甲信越 ○ ○ ○ ○
11 13/01/21 50歳代 女性 関東甲信越 ○ － ○ ○ 小腸、角膜
12 13/02/26 20歳代 女性 関東甲信越 ○ － ○ ○ －
13 13/03/19 20歳代 男性 近畿 ○ ○ ○ ○ － 角膜
14 13/07/01 60歳代 男性 関東甲信越 － － － ○ －
15 13/07/26 10歳代 女性 近畿 ○ ○ ○ ○ ○
16 13/08/17 40歳代 男性 関東甲信越 － － ○ ○ ○
17 13/11/03 30歳代 女性 関東甲信越 ○ ○ ○ ○ ○
18 14/01/02 40歳代 男性 関東甲信越 ○ ○ ◎ ○ ○
19 14/04/14 40歳代 女性 関東甲信越 － － ○ ○ －
20 14/08/30 30歳代 女性 東北 ○ ○ ○ ○ ○ 角膜
21 14/11/11 50歳代 女性 岡山 ○ ○ ○ 角膜
22 14/11/13 30歳代 男性 和歌山 ○ ◎ ○ ○ ○
23 14/12/30 30歳代 男性 岐阜 ○ － － ○ －
24 15/09/12 60歳代 男性 千葉 － ○ ○ ○ －
25 15/10/07 50歳代 男性 愛知 － ○ ○ ○ ○ 角膜
26 15/10/19 50歳代 男性 鹿児島 － － － － ○ 角膜
27 16/02/15 50歳代 男性 東京 ○ ○ － ○ ○
28 16/02/05 40歳代 女性 大阪 ○ － ○ ○ ○
29 16/05/20 40歳代 男性 神奈川 ○ ○ ○ ○ ○ 角膜
30 16/07/05 40歳代 － 兵庫 ○ ○ － ○ ○
心臓 肺 肝臓 腎臓日時 年齢 性別 発生地 膵臓 その他
○：提供、　◎：提供（分割移植）、　　　：片肺のみ、　●：提供（移植せず）  
           （寺岡ら 2001 をもとに新規データ（移植ネット）を追加して作成） 
 
(注 23) 臓器移植ファクトブック 2004。 
(注 24) 腎移植における費用 
  腎臓移植は、脳死体移植、心臓死体移植のいずれも保健診療であり、「死体腎移植に伴
う費用(700,000 万円)」、「同種移植手術に係る費用（748,000 円）」が請求対象で、移植
施設は、このうち、前者の 700,000 円、後者から、35,000 円を、臓器移植ネットワーク
に支払う。腎臓は、通常２腎提供されるので、総額 1,470,000 円から、プール分 110,000
円（移植に至らなかった、特殊な検査を要したなど、通常外の事態に備える費用）を除
いた額が、ドナー発生施設（620,000 円）、摘出チーム（620,000 円）、HLA 検査センター
（120,000 円）にそれぞれ支払われる。 
  また、生体部分肝移植では、移植術に 637,000 円、摘出術に 436,000 円が、それぞれ
健康保険の適用となっている。 
(注 25) Roels et. al.2003 からの引用として、瓜生原ら 2004。 
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(注 26) 心臓弁のみでは、心臓死後に採取して使用される場合はある。 
(注 27) 臓器移植ファクトブック 2004、青野(2004)を参照。 




35 例の内訳は、脳死 4例、生体 31 例である。 
(注 29) 京都大学医学部附属病院においてドナーの肝臓に関する事前評価の誤りに依存す
るとみられる原因で、生体部分肝移植ドナーの死亡事故が発生（2003 年 5 月、読売新聞
など）。 
(注 30) OPTN：1984 年成立の米国の臓器移植法(National Organ Transplant Act)に基づき
設立された、米国厚生省と契約関係にある NPO 組織で、臓器移植関係者のネットワーク
を構成し、臓器移植の適正な実施の促進を業務としている。OPTN は、全米の臓器斡旋な
ど包括的な臓器移植管理を行っている民間で設立された機関である UNOS(United Network 




第 2 部 韓国の臓器移植 
１．はじめに 
(注 31) 2004 年 5 月、韓国の現地調査を行い、①KONOS（Korean Network of Organ Sharing）
②ソウル大学医学部 Kim Ock-Joo 氏（生命倫理学）、③聖マリア病院 Hee Ok Chun 氏
（臓器移植コーディネーター）、④Asan Medical Center Song Meong-Gun 氏（心臓移植
医、韓国臓器移植学会）、⑤韓国科学技術省などを取材した。 
(注 32）町野（1999）。 
  韓国において脳死臓器移植が盛んになり始めた 1992 年の国民の全国調査において、脳













配分を実現するという理念によることが考えられる。なお、韓国では、1991 年に NPO の
臓器斡旋団体が既に設立されている。 

































(注 36) 韓国科学技術省関係者の取材による。 
(注 37) 韓国の臓器移植関係者の取材（KONOS、医療関係者、学者等）による。 
(注 38) KONOS 及び韓国の臓器移植医療関係者の取材による。 
(注 39) KONOS 及び韓国の臓器移植医療関係者の取材による。 
(注 40) KONOS 関係者の取材による。 
 
 
第 3 部 わが国の臓器移植における問題点に関する考察 
１. はじめに 










































   提供施設の負担、提供者側の自己負担分 
③ 脳死判定に関わる人的・物的援助 
④ コメディカル等への時間外手当 





   主治医による意思表示の確認は困難 
③ 情報開示 
④ 提供に関する事前の打合せ 
   手術室、ヒト、機材、時間、待機場所、呼吸循環管理 
⑤ 臓器搬送方法の明示 
⑥ 可能な限りのすべての治療法の解釈 

















として、注 41 図表（前頁）のとおり指摘している。 
(注 42) Blance 2003. 




































































































































































として、水野 2001 より。 
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(注 49) 心臓死（三徴候死）： 


























(注 56) Transplant Communication HP。1996 年 5 月発行のニュースレター、『Transplant 
Communication』第 5 号、「臓器移植法案の経緯や、世界各国の臓器移植関連法制度につ
いて」より。 

























注 57 図表：死の判定における立場についての異なる捕らえ方の例（立場①、立場②） 
 





























































(注 60）Jochen Taupitz 「臨死期における患者の自己決定権」浦川道太郎 訳、『比較法学』
37(1)、早稲田大学、2003 年 7 月。 
新井誠「高齢社会の成年後見法」http://www.kclc.or.jp/humboldt/maraij.htm 
 成年の後見に関して、英国でも能力のあるうちに代理人を選んで後見人を選任する制度
がある。また、ドイツでは、能力を all or none の評価ではなく、それぞれに応じた援
助を「世話人」が行う制度になっているという。他方、わが国では、医療における代理
の制度が整備されていない。 





















































































  2000 年 3 月、旧厚生大臣の私的懇談会の位置付けで「脳死下での脳死移植事例に係わ
る検証会議」が設置された。検証会議は、事例に即して初期治療、救命医療、脳死判定
及び臓器斡旋業務に関して検討した。しかし、第 9 例までは事例に関する議事を公開し
たが、それ以降（19 例まで実施されたといわれる）は、未公表である。（澤田 2003） 





























































































































(注 74) 科学技術文明研究所 2003。同資料による各国の生体移植の状況は以下の表である
(2001 年)。 
 
 英国 ドイツ フランス ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 米国 韓国 台湾 日本 
生体腎移植の比率 21.2% 16.3% 5.0% 38.8% 42.2% 87.2% 19.1% 78.5% 
生体腎移植の件数（件） 356  382  101  119 6,002 690 27 551 
生体部分肝移植の比率 1.0%  12.5%   6.0%   6.9% 10.0% 88.5%  62.7% 98.6% 
生体部分肝移植の件数
  （件） 
  7 
 
  95 
 
  48 
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(注 77) ドナーカードの所持率調査対象である 20 歳以上の人口はおよそ 1 億であるので
（2000 年人口統計）、ドナーカード保有者数は、約 940 万人。その 3.6%（提供へ至る率）
から期待される潜在的な臓器提供者数は 33 万 8 千人となる。 
移植ネットの調査資料を以下に示す。 
 







心 停 止 後
腎・組織提
供 









脳死下提供 心停止下提供 提供しない 記載不備 不明 






















4 類型＊ 4 類型以外（医療機関） 4 類型以外（医療機関以外） 
254 144 126 
心停止前連絡 心停止後連絡 
145 109 











日本脳神経外科学会専門医訓練施設 A 項 
救命救急センター 






容疑とされた例も報道されている（2004 年 5 月 14 日付けの以下の報道：「北海道立病
院：90 歳男性、人口呼吸器外し死なす－－医師らを聴取」『毎日新聞』、「道立羽幌病
院：呼吸器外し患者死亡 殺人容疑で医師を聴取」『毎日新聞』、「呼吸器切り、90 歳







(注 79) 諸外国の生体移植に関する規定は注 79 図表（次頁）のとおりである（科学技術文
明研究所 2003） 
(注 80) Fehrman-Ekholm 2001. 
(注 81）Blance 2003, Fehrman-Ekholm 2001. 
(注 82) Blance 2003、Nicholson 1997、Bertam et al. 1995 として。 
(注 83) Johnson (1997)によると、生体の腎提供者の生存に係るリスクは０％（全米のデー
タでは 0.03%）、何らかの合併症は、8.2%にあるが、深刻な例は、体重 100kg 以上の患者
に対する不注意な手術が原因となった 0.2%（2 例）に限られたいう報告などがある。一
般には片腎の機能は、両腎の 70-80%程度、生命予後に関係しないといわれている。 
(注 84) 例えば Miller (2001)では、109 例の生体肝移植におけるドナーの調査から、輸血
必要例 2 例、胆汁漏出 3 例、高ビルルビン血症 1 例、小腸閉塞 3 例、再手術の必要 2 例
としている。あるいは、Broeling (2004)では、2001 年から 2003 年の期間では合併症の





 イギリス フランス ドイツ ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 韓 国 台 湾 
規定法制定
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（科学技術文明研究所 2003 をもとに作成） 
注 79 図表：生きている人からの提供による臓器移植の公的規制・比較 
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じおば・甥姪で３、従兄弟で４となる。 
(注 86) 科学技術文明研究所(2003)では「血縁 2 親等以内、配偶者は認めるとしても 5 年
以上生活を共にした者に限る」としている。同資料によれば、諸外国においても類似例



































































(注 89) 加藤(2004)、粟屋(1999)、Nanyan(2004)、第 39 回日本移植学会での取材より。 
(注 90) 中谷(2001)、188 頁。注 93 参照のこと。 
(注 91) 澤田 1999、加籐 2004。一部の人身売買は、臓器売買とリンクしている。 
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  なお、人身売買の世界市場の収益は、年間推定 120 億ドルに至る（国際労働機関（ILO））
といわれ、児童に限ってみると売買される児童の数は推定 120 万人といわれている（ユ
ニセフ事務局長、2003 年 6 月 12 日発表）。 
(注 92) 科学技術文明研究所 2003。 
 
５．渡航移植への対応 




（WHO）においても、同様な批判を受けているといわれている（白倉 2003、篠崎 2004）。 
(注 94) 小児「脳死」の約 1－4 割は虐待の可能性があると考えられているという調査報告
が出されている：田中英高「小児脳死臓器移植における被虐待児の処遇に関する諸問題、
日本小児科学会雑誌、107(2)、421、2003． 
  また、被虐待児の死因の中心は頭部外傷で、2歳未満で 35.1%、2 歳以上は 50%以上（日



























































  これに先立つ試みとしては、「アシロマ決議」がある。1975 年に米国カリフォルニアに


















































































































（厚生労働省 HP をもとに作成） 
 
 
臓器の移植に関する法律   
 







































































































































































































































附 則 抄 
(施行期日) 











































第七条  旧法第三条の規定により摘出された眼球及び腎 じ ん臓であって、角膜































○中央省庁等改革関係法施行法 (平成一一法律一六〇 )抄  
(処分、申請等に関する経過措置 ) 






























置 (罰則に関する経過措置を含む。)は、政令で定める。  
附  則  (平成一一年一二月二二日法律第一六〇号) 抄  
(施行期日 ) 
第一条  この法律 (第二条及び第三条を除く。 )は、平成十三年一月六日から施行する。
ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。  
一  第九百九十五条 (核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部を改正
する法律附則の改正規定に係る部分に限る。)、第千三百五条、第千三百六条、第千三百








改訂 1999.2.8 法律 第 5858 号、 改訂 1999.9.7 法律 第 6023 号 
改訂 2002.8.26 法律 第 6725 号、 改訂 2004.1.29 法律 第 7150 号     
 
第 1章総則 














第 2条の 2 (臓器ドナー登録における本人意思の尊重) 
臓器ドナー登録の隣人に対する愛と犠牲の精神は恒久的に尊重されなければならない。 
[本条文改訂 2002.8.26]  
 



























ホ）上記各目に該当する家族または遺族がない場合には 4 親等以内の親族 
 

















3. 第 1 号及び第 2 号の行為を教唆・斡旋・幇助する行為 
②誰でも第 1 項第 1 号及び第 2 号に違反される行為を教唆・斡旋・幇助してはならない。 




第 2章臓器等移植倫理委員会及び臓器移植管理機関  
<改訂 2004.1.29>  






2. 臓器等を移植受ける者( 以下 "移植対象者"という)の選定基準に関する事項 




第 8條 (委員会の構成と運営) 







第 9條 (国立臓器移植管理機関) 
①臓器等の移植に関する事項を適正に管理するために臓器移植管理機関を置くが、臓器移植
管理機関は国・公立医療機関または保健福祉部所属機関の中で保健福祉部令が定める機関






3. 第 12 條第 1 項の規定による臓器移植登録機関、第 15 條第 1 項の規定による脳死判定機























ただ、第 1 号に規定になった者の場合には骨髓に限ってこれを摘出できる。 
1. 16 歳未満の者 




弟姉妹または 4 親等以内の親族に移植する場合を除きこれを摘出できない。 
⑤生きている者から摘出できる臓器等は次の各号のものに限る。 
1. 腎臓は正常的であるもの 2 個中 1 個 
2. 肝臓・骨髓及び大統領令が定める臓器等は医学的に認められる範囲の中でその一部 
 
















②第 18條第 2項第 1号の規定による脳死者または死亡した者の臓器等の摘出に関するその家
族または遺族の拒否の申し出は第 3 條第 5 号各目の規定による家族または遺族の順位によ
る先順位者 2 人の中で 1 人がこれをしなければならない。 
③第 1 項第 2 号及び第 2 項の規定による先順位者 2 人を定めるにおいて先順位者に含まれる
者が 3 人以上の場合には次の各号の方法によってこれを定める。 
<改訂 1999.9.7> 
1. 最先順位者が 3 人以上の場合 : 
最先順位者の中で親等・年長者順(親等が優先する)による 2 人 
2. 最先順位者が 1 人でその次の順位者が 2 人以上の場合 : 最先順位者 1 人とその次順位
者の中で親等・年長者順(親等が優先する)による 1 人 
 
第 2節臓器等寄贈者及び臓器等移植待機者の登録 
















4. その他第 1 項の規定による登録に関して大統領令が定める業務 
 


































③第 2 項の規定による脳死判定委員会は大統領令が定めるところによって専門医師 3 人以上
を含んだ 6 人以上 10 人以下の委員で構成する。 























②第 1 項の規定によって脳死判定の要請を受けた脳死判定委員会は専門医師である委員 2 人
















1. 第 12 條第 1 項の規定によって指定された登録機関であること 
2. 第 14 条の規定によって通報された脳死判定機関であること 
3. 第 21 条の規定によって指定された臓器移植医療機関であること 
③臓器斡旋機関の指定基準・業務その外の必要な事項は保健福祉部令で定める。 
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 [本條は新規に定めた 2002.8.26]  
 





第 18 條 (臓器等の摘出要件) 
①生きている者の臓器等は本人が同意した場合に限ってこれを摘出できる。 














③第 1 項または第 2 項の規定による同意をした者は臓器等の摘出のための手術が始まる前ま
ではいつでも臓器等の摘出に関する同意の申し出を撤回できる。 
 
第 19 條 (臓器等の摘出市遵守事項) 
臓器等を摘出しようとする医師は次の各号の事項を守らなければならない。 
<改訂 2002.8.26> 








































③生きている者として 20 歳以上の臓器等寄贈者と 20 歳未満の者の中で骨髓を寄贈しよう
とする者は第 1 項の規定にかかわらず自分の臓器等の移植対象者を選定することができる。 
この場合保健福祉部令が定めるところによってあらかじめ国立臓器移植管理機関の長の
承認を得なければならない。 
④移植対象者の選定は第 2 項及び第 3 項と第 10 條第 4 項の規定に当たる場合を除き第 1 項
の規定によって国立臓器移植管理機関の移植対象者選定節次を通さなければならない。 
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2. 当該脳死者に対して脳死判定をした脳死判定委員会に出席した委員である医師第 5 節記
録の作成及び閲覧など 
 









第 25 條 (記録の保存) 
①脳死判定機関の長は第16條第4項の規定による脳死判定書及び会議録その他保健福祉部令












































③第 1 項及び第 2 項の場合に登録機関・脳死判定機関または移植医療機関の長及びその従事
者は正当な事由がない限りこれに応じなければならない。 
 






1. 第 13 條第 4 項の規定によって臓器等寄贈者などの登録結果を知らせない場合 
2. 第 16 條第 5 項の規定によって脳死判定書及び会議録の写本などを国立臓器移植管理機関
の長に送付しない場合 
3. 第 24 條第 1 項の規定によって臓器等の摘出または移植に関する記録を作成しない場合 
4. 第 24 條第 2 項または第 3 項の規定による通報をしない場合 
 







1. 第 12 條第 1 項前段または第 21 條第 2 項の規定による施設・装備・人材などを取り揃え
ない時 
2. 第 12 條第 1 項後段の規定によって登録受けることができる臓器等ではない臓器等に対す
る登録業務をした時 
3. 第 28 條第 1 項の規定による命令を履行しないあるいは同條第 2 項の規定による調査に応
じない時 






1. 第 14 條第 2 項の規定による施設・装備・人材などを取り揃えない時 
2. 第 14 條第 2 項ないし第 4 項の規定による脳死判定委員会を設置しない時 
3. 第 16 條の規定を違反して脳死判定業務をした時 
4. 第 28 條第 1 項の規定による命令を履行しないあるいは同條第 2 項の規定による調査に応
じない時 























第 32 條 (国立臓器移植管理機関などに対する支援) 
国家または地方自治団体は国立臓器移植管理機関・登録機関・脳死判定機関・臓器斡旋機
関及び移植医療機関に対して必要な支援ができる。 
<改訂 2002.8.26>  
 





第 34 條 (国立臓器移植管理機関などの名称使用禁止) 
この法による国立臓器移植管理機関・登録機関・脳死判定機関・臓器斡旋機関または移植
医療機関ではなければそれぞれあって名称を使うことができない。 
<改訂 2002.8.26>  
 





第 36 條 (聴聞) 
保健福祉部長官は第 30條第 1項及び第 3項の規定による取消処分をしようとする時には聴
聞を実施しなければならない。 
 




②第 1 項の規定による費用の算出は国民健康保険法が定めるところによる。 
ただ、国民健康保険法が規定しない費用の算出は保健福祉部令が定めるところによる。 
<改訂 2002.8.26>  
 
第 38 條 (手数料) 
①臓器等移植待機者で登録しようとする者は登録機関の長に手数料を納めなければならない。 
②第 1 項の規定による手数料の金額等に関しては保健福祉部令で定める。 
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第 6章罰則 
第 39 條 (罰則) 
①次の各号の 1
ひとつ
にあたる者は無期懲役または 2 年以上の有期懲役に処する。 
<改訂 1999.9.7> 
1. 第 10 條第 1 項の規定に違反して伝染性病原に感染になった臓器等、癌細胞に侵犯になっ
た臓器等または移植対象者の生命・身体に危害を加える恐れがある臓器等を摘出するある
いは移植した者 
2. 第 10 條第 2 項の規定に違反して移植対象者が決められない臓器等を摘出した者 
3. 第 10 條第 3 項の規定に違反して同項各号の 1
ひとつ
にあたる者から臓器等を摘出した者 
4. 第 10 條第 4 項の規定に違反して 16 歳以上の未成年者の臓器等を摘出した者 
5. 第 10 條第 5 項の規定に違反して生きている者から摘出できない臓器等を摘出した者 
6. 第 16 條の規定による脳死判定を受けない脳死判定対象者の臓器等を摘出した者 
7. 第 16 條第 2 項の規定に違反して脳死判定をした者 
8. 第 18 條第 1 項の規定に違反して本人などの同意を受けなくて臓器等を摘出した者 
9. 第 18 條第 2 項の規定に違反して脳死者から臓器等を摘出した者 
②第 1 項の各号のいずれかの規定に違反して人を死亡に至るようにした者は死刑・無期懲役
または 5 年以上の有期懲役に処する。 
 
第 40 條 (罰則) 
①第 6 條第 1 項第 1 号または第 3 号の規定に違反して臓器等を取り交わすあるいは取り交わ
すことを約束するあるいは、これを教唆・斡旋・幇助する者または同條第 3 項の規定に違
反して臓器等を摘出するあるいは移植した者は 2 年以上の有期懲役に処する。 
②第 6 條第 1 項第 2 号の規定に違反して臓器等を取り交わすあるいは取り交わすことを約束
するあるいは、同條第 2 項の規定に違反して同條第 1 項第 1 号及び第 2 号の行為を教唆・
斡旋・幇助する者は 10 年以下の懲役または 5 千万ｳｫﾝ以下の罰金に処するあるいはこれを
併科できる。 
③第 22條第 1項ないし第 3項の規定による移植対象者の選定または選定承認と係わって金銭、
財産上の利益その他代価的給付を受けた者は 7 年以下の懲役または 3 千万ｳｫﾝ以下の罰金
に処するあるいはこれを併科できる。 
④第 1 項ないし第 3 項の罪を犯して得た金銭や財産上の利益はこれを沒収する。 
ただ、これを沒収できない時にはその価額を追徴する。 
 





②第 1 項の罪を犯して人を傷害に至るようにした時には 2 年以上の有期懲役に処する。 
③第 1 項の罪を犯して人を死亡に至るようにした時には死刑・無期懲役または 5 年以上の有
期懲役に処する。 
 
第 42 條 (罰則) 
①第16條第1項の規定による専門医師または診療を担当した医師が業務上過失によって脳死
調査書を事実と違うように作成して脳死者ではない者に対して脳死判定をするようにした
時には 5 年以下の禁錮または 2 千万ｳｫﾝ以下の罰金に処する。 
②第 1 項の罪を犯して人を傷害に至るようにした時には 7 年以下の禁錮または 3 千万ｳｫﾝ以
下の罰金に処する。 
③第 1 項の罪を犯して人を死亡に至るようにした時には 10 年以下の禁錮または 5 千万ｳｫﾝ
以下の罰金に処する。 
 
第 43 條 (罰則) 
次の各号の 1
ひとつ
にあたる者は 5 年以下の懲役または 3 千万ｳｫﾝ以下の罰金に処する。 
1. 第 14 條第 1 項の規定に違反して国立臓器移植管理機関の長に知らせなくて脳死判定業務
をするあるいは第30條第2項の規定による脳死判定業務の中止期間中に脳死判定業務をし
た医療機関の長 
2. 第 14 條第 2 項ないし第 3 項の規定による施設・装備・人材などを取り揃えないあるいは
脳死判定委員会を設置しなくて脳死判定業務をした医療機関の長 
3. 第 18 條第 2 項の規定に違反して死亡した者から臓器等を摘出した者 
4. 第 21 條第 3 項の規定に違反して臓器等を摘出するあるいは移植した者 
5. 第 22 條第 1 項の前段の規定に違反して移植対象者の選定基準によらなくて移植対象者を
選定した者 
6. 第 22 條第 4 項の規定に違反して移植対象者を選定するあるいはその臓器等を移植した者 
7. 第 23 條の規定に違反して脳死者の臓器等の摘出または移植手術に参加した者 
 
第 44 條 (罰則) 
次の各号の 1
ひとつ
にあたる者は 3 年以下の懲役または 2 千万ｳｫﾝ以下の罰金に処する。 
1. 第 22 條第 2 項後段の規定に違反して移植対象者を選定した事由及び選定結果を国立臓器
移植管理機関の長に知らせない者 
2. 第 24 條第 3 項の規定に違反して脳死者の臓器等の摘出事実を管轄地方検察庁または地方
検察庁支庁の長に書面で知らせない者 




第 45 條 (罰則) 
次の各号の 1
ひとつ
にあたる者は 2 年以下の懲役または 1 千万ｳｫﾝ以下の罰金に処する。 
1. 業務上過失によって第 10 條第 1 項の規定に違反して伝染性病原に感染になった臓器等、
癌細胞に侵犯になった臓器等または移植に不向きな臓器等を摘出するあるいは移植した者 
2. 第 12 條第 1 項の規定に違反して登録機関で指定受けなくて臓器等寄贈者などの登録業務
を遂行した者 
3. 第 16 條第 5 項の規定に違反して脳死判定書及び会議録の写本と該当の資料を国立臓器移
植管理機関の長に送付しない者 
4. 第 20 條の規定に違反して臓器等を摘出した者 
5. 第 22 條第 3 項の規定に違反して国立臓器移植管理機関の長の承認を受けなくて移植対象
者を選定して臓器等を寄贈した者 
6. 第 24 條第 1 項の規定に違反して臓器等の摘出または移植に関する記録を作成しないある
いは虚偽で作成した者 
7. 第 25 條第 1 項の規定に違反して脳死判定書など脳死判定に係わる資料を 15 年の間保存
しない者 
8. 第 25 條第 2 項の規定に違反して臓器等の摘出または移植に関する記録を保存しない者 
 
第 46 條 (資格停止の併科) 
この法に違反した者を有期懲役に処する場合には 10 年以下の資格停止を併科できる。 
 
第 47 條 (両罰規定) 
法人の代表者や法人または個人の代理人・使用人その他従業員が第 40 條第 2 項及び第 3
項、第 42 條ないし第 45 條の違反行為をした時には行為者を罰する外にその法人または個人
に対しても各該当の條の罰金刑を科する。 
 
第 48 條 (過怠料) 
①次の各号の 1
ひとつ
にあたる者は 300 万ｳｫﾝ以下の過怠料に処する。 
<改訂 2002.8.26> 
1. 第 13 條第 4 項の規定に違反して登録結果を国立臓器移植管理機関の長に知らせない者 
2. 第 19條の規定に違反して同意実はまたは本人可否を確認しないあるいは必要な説明をし
ない者 
3. 第 22 條第 1 項後段または第 2 項後段の規定に違反して移植対象者の選定事実を臓器等寄
贈者、移植対象者とその家族・遺族に知らせない者 
4. 第 31 條第 3 項の規定に違反して国立臓器移植管理機関の長に関連資料を移管しない者 
② 次の各号の 1
ひとつ
にあたる者は 200 万ｳｫﾝ以下の過怠料に処する。 
<改訂 2002.8.26> 
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1. 第 28 條第 1 項の規定による命令を履行しないあるいは同條第 2 項の規定による調査を拒
否・邪魔または忌避した者 




にあたる者は 100 万ｳｫﾝ以下の過怠料に処する。 
1. 第 26 條の規定に違反して記録の閲覧または写本の交付要求に応じない者 
2. 第 31 條第 1 項及び第 2 項の規定による申告または通報をしない者 
 




②第 1 項の規定による過怠料処分に不服のある者はその処分の告知を受けた日から 30 日以
内に賦課権者に異議を申し立てることができる。 





附則 <第 5858 号,1999.2.8> 
①(施行日) 












第 1 條中 "解剖・保存及び部分分離"を "解剖及び保存"にする。 
第 5 條を削除する。 
第 11 條第 2 項前段中 "区庁長"を "区庁長(自治区の区庁長をいう。以下同様）"とする。 
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第 19 條第 3 号・第 4 号及び第 21 條第 1 項第 1 号をそれぞれ削除する。 
附則 <第 6023 号,1999.9.7> この法は 2000 年 2 月 9 日から施行する。 
付則 <第 6725 号,2002.8.26> この法は公布の後 6 月が経過した日から施行する。 
付則(生命倫理及び安全に関する法律) 
<第 7150 号,2004.1.29> 
①(施行日) 





第 2 章の題目中 "生命倫理委員会"を "臓器等移植倫理委員会"にする。 



























（平成 9年 10 月 8 日 健医発第 1329 号、最終改正：平成 11 年 11 月 19 日）  
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